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2000年12月 
xDSL：9723人 
CATV：62万5000人 

CIS：中国情報システムサービス　　DTI：ドリーム・トレイン・インターネット　　IIJ：インターネットイニシアティブ　　MIS：モバイルインターネットサービス　　NTTコム：NTTコミュニケーションズ　　NTT-BB：NTTブロードバンドイニシアティブ　　usen：有線ブロードネットワークス　　WIS：ワイヤレスインターネットサービス 
QTNet：九州通信ネットワーク　　CALS：commerce at light speed　　FTTH：fiber to the home　　IRU：破棄し得ない使用権  　　LGWAN： local goverment WAN

2001年6月 
xDSL：29万1000人 
CATV：96万7000人 

2001年12月 
xDSL：152万5000人 
CATV：130万3000人 
FTTH：1万2000人 

2002年3月 
xDSL：237万9000人 
CATV：約150万人 
FTTH：2万5000人 

基本方針 
 

電子政府 
 

競争政策 
など 

業界動向 
および 

コンテンツ 

通信 
サービス 

（7月）政府がIT戦略 
会議を発足 
（11月）政府がIT基 
本戦略の草案を策定 

e-Japan戦略を 
提唱 
IT基本法が施行 

NTT東日本、5GHz帯無線
アクセスによるホットス
ポット実験を8月まで実施 

e-Japan重点計画 
を策定 

e-Japan2002 
プログラムの策定 

新e-Japan重点計画の策定 
（以後も年1回のペースで見直し） 

全国で電子政
府・電子自治
体を整備 

ADSL： 
2003年3月
までに全国
をカバー 

KDDI、最大2M
ビット／秒の 
「1xEV-DO」を 
開始 

NTTドコモ、 
2004年3月までに
人口カバー率を97
％に 

IT戦略本部、通信・放送
制度の改革方針を提示 

東西 N T T が
FTTH試験サ
ービス開始 

スピードネット
がFTTHサービ
ス開始 

NTT東日本が2.4GHz帯の 
ホットスポット実験を開始 
（11月まで） 

ビットキャット、
集合住宅向け 
FTTH開始 

NTT-MEが無線インターネ
ット・サービス開始 

usenがFTTHの
本サービス開始 

NTTコム、国内初のIPv6対応 
インターネット接続サービス開始 

スピードネットが無線 
インターネットを本格展開 

NTT東日本、15企業・団体とIPv6
実験を開始 

DTI、松下電器産業がIPv6の実験
サービスを開始 

IIJ、個人向けにIPv6対応ホスティング・サービスを開始 WIS、無線インターネット
を月1980円に値下げ 

NTTドコモ、首都圏で第3世代携帯電話 
（3G）サービス「FOMA」試験提供 

NTTドコモ、FOMAを
本格サービスへ移行 

NTT東日本、 
ホットスポットを商品化 

KDDI、1xを
全国で開始 

J-フォン、3Gサービスの
エリアを東名阪に拡大 

J-フォン、 
3Gサービス
開始 

DDIポケットと日本通
信がそれぞれ、定額の
128kビット／秒PHSパ
ケット・サービス開始 

MIS、NTTコムがホットス
ポット本格サービスを開始 
NTTドコモがホットスポッ
ト実験を開始（6月末まで） 

ソニー、国内
初の5GHz帯
無線LAN製品
を出荷 

CISが 
FTTH開始 

東京電力が
FTTH開始 

ケイ・オプティコム、 
QTNetがFTTH開始 

東西NTTがFTTHを
本格サービスに移行 

1000万人に超高速イ
ンフラ、3000万人に
高速インフラを整備 

東西NTTがダーク・ファイバ開放 NTT-BBが有料コンテンツ配信を開始 

NTTコムがコンテンツ配信プラットフォームを運用 

ソニーがプレイステーション2用コンテンツ配信を開始 

TBS、フジテレビ、テレビ朝日がブロードバンド向けコンテンツ配信会社を設立、NTTグループも出資 
 

日本テレコムがイー・アクセスの筆頭株主に 

丸の内ダイレクトアクセスがダーク・ファイバ事業を
展開 

スカイパーフェクト・
コミュニケーションズ
が有料コンテンツ配信
を開始 

FTTH： 
2004年3月
までに政令
指定都市・
県庁所在地
をカバー 

FTTH： 
2006年3月
までにおお
むね市まで
カバー 
 

MIS、NTTコムが2.4GHz帯の
ホットスポット実験を開始 

e-Japanの目標値 

　　　　：政府の基本戦略　　　　　　　　　　　　　：電子政府への取り組み　　　　　　：規制改革への取り組み 

　　　　：固定通信サービスや業界の動き　　　　　　：IPv6への取り組み　　　　　　　　：コンテンツ配信の商用への取り組み 

　　　　：携帯電話／PHS／ホットスポット・サービスの動向 

日経BP社「日経コミュニケーション」参照 

e-Japanに向けた主な動き 

月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 月 
年 

年 年 
年 年 ～　　 年 

総務省、電子申請シ
ステムの一部を稼働 

霞ヶ関WANと
LGWANを接続 

全県・政令指定都市で、行政機関側を
認証する組織認証基盤を構築 

（2月）不正アクセス禁止法 
の施行 

総務省、ブリッジ
認証局を運用 

行政手続き
の42％をオ
ンライン化 

総務省、地方公共団
体のITインフラ整備
を資金援助 

住民側を認証する
公的個人認証サー
ビス開始 

全地方団体でLGWANを運用 
行政手続きの96％をオンライン化 
電子調達も本格化 

（97年）霞ヶ関WANが稼働 住基ネット運用開始 

全国の小中高等学校にインターネット接続環境を整備 

無線局の情報提供制度を策定・施行 電柱・管路などの使用に関する
ガイドラインを見直し 

文部科学省、最大10Gビット
／秒の学術情報ネットワーク
「スーパーSINET」を構築 

情報通信審議会、5GHz帯無線の 
屋外利用に向けた技術条件を答申 

電柱・管路などの使用に関する
ガイドラインを策定・施行 

総務省、IRUの
条件を緩和 

国土交通省、道路工事
の申請手続きを簡略化 

ADSLモデム 
売り切り解禁 

電波の再配分を目的とし
た利用状況の調査制度を
策定・施行（2002年秋） 

マンション共有部分のIT工事を半数の
決議で可能に（区分所有法の改正） 

全県・政令指定都市で
総合行政ネットワーク 
（LGWAN）の運用開始 
建設CALSの運用開始 電子署名・認証法

が施行 


